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入札者全員が辞退した場合、又は入札者が１名になった場合は入札を中止する。

この入札による契約で朝倉市議会の議決を要するもの（予定価格１億５，０００万円以上の工事

請負等）は、議決を得たときに本契約として成立するものとする。

仕様書等を指定日時に受領しない場合は棄権とみなす。また、現場説明に参加しない場合い

も同様とする。

入札保証金は、１回目の入札金額(税込）の５％以上を納入すること。不足の場合は、入札を無

効とする。保証金は、入札前に納入するものとし、現金、入札保証保険、有価証券のいづれか

とする。なお、現金又は有価証券で納入する者は、入札日の３日前までに入札担当課に連絡

すること。

朝倉市契約に関する規則第１４条に該当する入札は無効とする。また、初度の入札で無効入

札した者は、再度入札に加わることができない。

入札会場への入場は各社１名とし、入札書・見積書は朝倉市指定の様式を用いること。

入札書記載金額は、この工事内訳書と同額であることを原則とするが、これを下回るものは

自動的落札方式の入札について （随意契約による建設工事、その他の委託契約等）

入札回数は２回までとし、不落の場合は、最低価格業者から１回見積書を徴する。決定に至

らない場合は、指名替えをして再入札を行う。

再度入札で初度の最低入札金額以上の入札をした者は、失格とする。

入札者のうち、予定価格の範囲内で最低価格の者を落札者とする。

予定価格・最低制限価格を事前公表する入札について （入札に付する建設工事）

入札回数は１回とし、予定価格と最低制限価格の範囲で最低価格の者を落札者とする。

入札者は、入札価格を積算した工事内訳書（税抜）を提出しなければならない。これを提出

しない者は入札に参加できない。

落札となるべき価格の入札を行った者が２名以上ある場合は、「くじ引き」によって落札者を定

可とし、これを超過した入札は無効とする。

予定価格を事前公表する入札について （一部の委託契約）

入札回数は１回とし、予定価格の範囲内で最低価格の者を落札者とする。

入札者は、入札価格を積算した工事（委託）内訳書（税抜）を提出しなければならない。こ

れを提出しない者は入札に参加できない。

入札書記載金額は、この工事（委託）内訳書と同額であることを原則とするが、これを下回

るものは可とし、これを超過した入札は無効とする。

入札書は、代表者が提出すること。代理人を用いる場合は入札前に委任状を提出し、入札書

には会社の住所・会社名、代表者名及び代理人名（その際、代理人○○○○と記載すること）

を併記し、代理人の印章にて入札を行うこと。

主任技術者及び監理技術者等については、建設業法等に基づき適正に配置すること。

める。なお、この「くじ引き」は辞退することができないものとする。

落札者は、落札決定後原則として７日以内に朝倉市指定の工事請負契約書又は業務委託契

約書により、契約を締結しなければならない。なお、契約締結時に誓約書を提出すること。

履行保証は金銭的保証とし、保証割合は、請負金額の１０％以上とする。なお、契約保証金の

納付は、契約締結と同時に納付するものとする。

請負金額が１００万円以上の契約については、請負代金の４割以内で前金払を請求することが

できる。請求に際しては、前払保証会社の保証書を添えて請求すること。（業務委託３割以内）

前払金を受けた請負者が、発注者から認定を受けた場合、請負代金の２割以内で中間前金払

を請求することできる。請求に際しては、前払保証会社の保証書を添えて請求すること。

請負者は、建設業退職金共済組合の加入要件に該当する場合は、当該工事の掛金収納書

を速やかに提出しなければならない。

建設業法により、公共工事の一括下請は禁止されているが、一部の下請を行う場合は、金額・

工種に関係なく、下請人決定後７日以内に下請施工体系図を提出すること。

下請契約を締結するときは、その金額にかかわらず、施工体制台帳を作成し提出すること。

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律の施行に伴う事務処理のため、必要書類を

作成しておくこと。【別紙２－（１）・（２）・（３）】（契約額５００万円以上の工事の場合のみ）

入札書等を記入する際に、摩擦等で文字が消えるボールペンを使用しないこと。


